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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　基板搬送装置であって、
　駆動セクションと、
　前記駆動セクションに作動自在に結合されたスカラアームと、を有し、
　前記駆動セクションは前記スカラアームを作動せしめ、
　前記スカラアームは、上方アームと、前記上方アームに可動自在に取り付けられてその
上に基板を保持することが可能な少なくとも１つの前方アームと、を有し、
　前記上方アームは、第１及び第２のアームセクションを有する共通アームリンクであり
、前記第１及び第２のアームセクションが前記第１及び第２のアームセクションを互いに
対して選択された固定角度に選択的に位置決めする係止及び解放可能な結合部によって互
いに結合されていることで、前記上方アームの所定の形状が変更可能であることを特徴と
する装置。
【請求項２】
　前記結合部は、前記第１のアームセクションと前記第２のアームセクションとの間の結
合部インターフェースを含み、前記結合部インターフェースは、係止状態が解除されて前
記第１のアームセクションと前記第２のアームセクションとの間の角度が変化させられ、
係止状態にされて前記第１のアームセクションと前記第２のアームセクションとの間の角
度が固定維持されることで角度的に調整可能であることを特徴とする請求項１に記載の装
置。



(2) JP 5264171 B2 2013.8.14

10

20

30

40

50

【請求項３】
　前記第１アームセクション及び前記第２アームセクションの各々は指標位置を備えた前
記結合部インターフェースの係合表面を有し、よって前記上方アームの前記第１アームセ
クション及び第２アームセクションが互いに位置決めされることを可能にすることを特徴
とする請求項２に記載の装置。
【請求項４】
　前記第１アームセクションの前記結合部インターフェースの係合表面及び前記第２アー
ムセクションの前記結合部インターフェースの係合表面は前記結合部を少なくとも部分的
に形成し、前記指標位置は留め具によって機械的に係合せしめられることが可能であるこ
とを特徴とする請求項３に記載の装置。
【請求項５】
　前記結合部は、前記第１アームセクションと前記第２アームセクションとが互いに角度
調整自在に位置決めされることを可能にすることを特徴とする請求項２に記載の装置。
【請求項６】
　前記結合部は回転軸を有し、前記第１アームセクションと第２アームセクションとの位
置を互いに調整する際に前記第１アームセクション及び第２アームセクションは前記回転
軸の回りに互いに回転自在であることを特徴とする請求項２に記載の装置。
【請求項７】
　前記駆動セクションは回転軸を形成し、前記スカラアームは前記駆動セクションに取り
付けられて前記回転軸の回りを前記駆動セクションに対して回転することを特徴とする請
求項２に記載の装置。
【請求項８】
　前記上方アームの前記第１アームセクション及び前記第２アームセクションは前記回転
軸を挟む両側に延在するように配置されていることを特徴とする請求項７に記載の装置。
【請求項９】
　前記駆動セクションは前記スカラアームの駆動用の３つの独立した回転駆動軸を有して
いることを特徴とする請求項２に記載の装置。
【請求項１０】
　前記３つの駆動軸は互いに同軸であることを特徴とする請求項９に記載の装置。
【請求項１１】
　前記第１アームセクション及び前記第２アームセクションは前記上方アームの対向する
両端部を各々形成し、前記３つの駆動軸の１つが前記上方アームの端部を形成する前記第
１アームセクションの端部を経て延在するように位置し、前記３つの駆動軸のその他は前
記上方アームの対向する端部を形成する前記第２アームセクションの端部を経て延在する
ように位置することを特徴とする請求項９に記載の装置。
【請求項１２】
　基板搬送装置であって、
　駆動セクションと、
　前記駆動セクションに作動自在に結合されたスカラアームと、を有し、
　前記駆動セクションは前記スカラアームを作動せしめ、
　前記スカラアームは、上方アームと、前記上方アームに移動自在に取り付けられてその
上に基板を保持することが可能な少なくとも１つの前方アームと、を有し
　前記上方アームは、剛体である第１アームセクション、及び係止及び解放可能な結合部
によって前記第１アームセクションに固定及び解放自在に結合された剛体である第２アー
ムセクションを有する共通アームリンクであり、解放時には、前記上方アームの所定の形
状の変更のために前記第１アームセクションは前記第２アームセクションに対して移動自
在であり、固定時には前記第１及び第２のアームセクションが互いに対して係止されるこ
とを特徴とする装置。
【請求項１３】
　前記上方アームは前記第１アームセクション及び前記第２アームセクションによって形
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成される湾曲形状を有していることを特徴とする請求項１２に記載の装置。
【請求項１４】
　前記第１アームセクション及び前記第２アームセクションによって形成される前記上方
アームの湾曲部は所定のスカラアーム到達距離に対する基板装置到達範囲の比を達成すべ
く調整自在であることを特徴とする請求項１３に記載の装置。
【請求項１５】
　前記駆動セクションは回転軸を形成し、前記スカラアームは前記駆動セクションに取り
付けられて前記回転軸の回りに前記駆動セクションに対して回転することを特徴とする請
求項１２に記載の装置。
【請求項１６】
　前記第１アームセクション及び前記第２アームセクションは前記回転軸を挟む両側に延
在することを特徴とする請求項１２に記載の装置。
【請求項１７】
　前記少なくとも１つの前方アームは前記上方アームの両端部において前記上方アームに
運動自在に各々取り付けられた２つの前方アームからなることを特徴とする請求項１２に
記載の装置。
【請求項１８】
　前記２つの前方アームの第１は前記上方アームの前記第１アームセクションに枢動自在
に結合されて前記スカラアームの第１エルボ結合部を形成し、前記２つの前方アームの第
２は前記上方アームの前記第２アームセクションに枢動自在に結合されて前記スカラアー
ムの第２エルボ結合部を形成することを特徴とする請求項１７に記載の装置。
【請求項１９】
　各前方アームはそこに従属する個別のエンドエフェクタを有していることを特徴とする
請求項１２に記載の装置。
【請求項２０】
　前記駆動セクションは３つの独立した回転駆動軸を有していることを特徴とする請求項
１２に記載の装置。
【請求項２１】
　前記駆動セクションの前記３つの駆動軸は互いに同軸上に配置されて前記回転軸を形成
することを特徴とする請求項２０に記載の装置。
【請求項２２】
　前記駆動セクションは３つの回転駆動モータを有し、各々は前記３つの独立した駆動軸
の対応する１つを生じ、前記３つの駆動モータの少なくとも１つは前記少なくとも１つの
前方アームに作動自在に結合されて前記少なくとも１つの前方アームを前記上方アームに
関して回転せしめ、前記少なくとも１つの駆動モータは前記上方アームの前記第１アーム
セクションに搭載されていることを特徴とする請求項２１に記載の装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は基板搬送装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
より安価な電子デバイスを常に求め続ける消費者の要望が、デバイス製造業者に効率の改
善を促している。実際のところ、現在の市場においては、多くのデバイス及びデバイスに
使用する電子部品及び半導体部品のかなりの割合が、必需品になっている。電子デバイス
及び半導体デバイスの製造業者は全てのレベルにおいて効率が向上することを望んでいる
が、製造設備すなわち工場（fabs）の設計、建設及び運転には特に重点をおいている。所
定の工場の効率を定める一つの単位に、単位面積当たりの処理能力（例えば１平方フィー
ト当たりの処理能力）がある。かかる単位からわかるように、工場の効率は製造ツール当
たりすなわち所定のサイズ（空間／設置面積）の作業ステーション当たりの生産速度を増
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加すること、または工場内の作業ステーション密度をより大きくすべく、使用している作
業ステーションのサイズを低減することによって増加することが可能である。従って、生
産速度を向上するために数多くの努力がなされてきた。これらの数多くの努力には、より
早い交換時間（すなわち、ワークピースを処理モジュールから除去してそれを新しいワー
クピースと入れ替える期間）を提供することが可能な搬送装置を提供することが含まれて
いる。他の努力は製造ツールの総設置面積を低減する方向に向けてなされてきた。工場の
効率を向上するこれらの努力に対して種々の制約があることが理解できる。これは製造シ
ステム自体から本質的に生じるものである。例えば、製造業者は現状では全体的にラジア
ルにツールがレイアウトされた200mm及び300mmウエハのバッチ処理用製造システム構成を
好んでいる。これは、異なるツールモジュールにウエハを搬送する搬送装置の伸展態様を
次に画定し、これは次に搬送装置の総到達範囲に影響を与える。従来の搬送装置において
は、リーチが長くなるにつれて到達範囲が大きくなることが知られている（例えば、より
長いリーチを収納すべく搬送要素に長いリンクが使用されている）。従来の搬送装置の例
が米国特許第6,669,434号に記載されている。かかる従来の装置はダブルアーム式基板搬
送ユニットであり、ベースアーム並びに該ベースアームの同一の端部／先端から支持され
ている第１及び第２前方アーム（forearm）を有している。極めてコンパクトな総到達範
囲を提供するものであるが、この従来の搬送装置は、ベースアームの一端部に両方の前方
アームが搭載されていることによる運動力の作用に部分的に起因してより長い交換時間を
要するという欠点を有している（例えば極慣性モーメントの増加によって、ベースアーム
の運動にとって素早く移動するアームの伸張／収縮は基板搬送速度には有益ではない）。
例示としての実施例が組み入れられた本発明は、以下に詳細に説明するように従来の搬送
装置のかかる問題を克服した。
【発明の開示】
【０００３】
　一実施例においては、基板搬送装置が提供される。該装置は駆動セクションと、スカラ
アームとを有する。該スカラアームは該駆動セクションに作動自在に結合されてスカラア
ームを作動する。該スカラアームは上方アームと該上方アームに可動自在に取り付けられ
てその上に基板を保持することが可能な少なくとも１つの前方アームとからなる。該上方
アームは実質的に剛性のリンク部であって該上方アームの所定の形態の変更を調整するこ
とが可能である。
【０００４】
　他の実施例においては、基板搬送装置が提供される。該装置は駆動セクションとスカラ
アームとを有する。該スカラアームは該駆動セクションに作動自在に結合されてスカラア
ームを作動する。該スカラアームは上方アームと少なくとも１つの前方アームとを有する
。該前方アームは該上方アームに可動自在に取り付けられてその上に基板を保持すること
が可能である。該上方アームは実質的に剛性であって実質的に剛性の第２アームセクショ
ンに解放自在に取り付けられた実質的に剛性の第１アームセクションを有している。解放
された際は、該第１アームセクションは第２アームセクションに対して可動自在となって
該上方アームの所定の形態を変更する。
【０００５】
　更に他の一実施例においては、基板搬送装置が提供される。該装置は駆動セクションと
スカラアームとを有している。該スカラアームは該駆動セクションに作動自在に結合され
ている。該スカラアームは上方アームと、第１前方アームと、第２前方アームとを有して
いる。該上方アームは該駆動セクションに枢動自在に取り付けられて該駆動セクションに
対して第１回転軸の回りに回転する。 該上方アームは細長い線状部材であり対向する両
端部で終結している。該上方アームは該駆動セクションに対して配置されており、よって
該第１回転軸は該上方アームの対向する両端部の１つに位置する。該第１前方アームはそ
こから従属する第１エンドエフェクタを有している。該第１前方アームは該上方アームの
対向する両端部の他において該上方アームに枢動自在に結合している。第１前方アームと
上方アームとの間の該結合部は該スカラアームの第１エルボ結合部を画定する。該第２前
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方アームはそこから従属する第２エンドエフェクタを有している。該第２前方アームは該
上方アームの対向する両端部の他方において該上方アームに枢動自在に結合している。該
第２前方アームと該上方アームとの間の該結合部は該スカラアームの第２エルボ結合部を
画定する。該第１エルボ結合部及び第２エルボ結合部は互いに独立している。
【実施例】
【０００６】
　本発明の上記のアスペクト及び他の特徴が添付図面と関連しつつ下記に説明されている
。
【０００７】
　図1を参照すると、本発明の一実施例による特徴が組み入れられた基板搬送装置10の斜
視図が示されている。図面に示されている実施例を参照しつつ以下に本発明の説明を行な
うが、本発明は多くの変更例においても実現可能であることを理解すべきである。更に、
構成要素及び材質には任意の好適なサイズ、形状若しくはタイプを使用しても良い。
【０００８】
　図1においては、200mmや300mmウエハなどの半導体ウエハSの搬送に使用されている基板
搬送装置10が例示目的で示されている。しかしながら、ここに記載する実施例においては
、該搬送装置は如何なる所望の平坦なワークピース品を取り扱い得るように好適に構成さ
れても良く、かかるワークピース品には、200mmや300mmの半導体ウエハ（既に記載した）
、半導体パッケージ用基板（例えば高密度配線HOI）、半導体処理用イメージングプレー
ト（例えばマスクやレチクル）及びフラットパネルディスプレイ用基板が含まれる。図1
において装置10は、プロセス装置すなわち作業ステーション（図示せず）の大まかに示さ
れた搬送チャンバP（点線により概略が示されている）内に設置された状態で示されてい
る。搬送チャンバPは自由で／開放した空間エンベロープを提供していることが理解でき
、その中で装置10が連接されて基板Sを基点と目的地との間で搬送する。搬送チャンバの
サイズは、少なくともいくつかの部分において搬送装置の到達範囲に依存し、実施例の特
徴を備えた装置10は以下に説明するように、チャンバPのサイズを搬送装置の所定のリー
チにおいて最小化することが可能となる。本実施例の搬送チャンバPは作業ステーション
の周辺環境領域内に設置されても良いし、若しくは作業ステーションの環境が管理された
セクションすなわち隔離セクションの一部に設置されても良い。例えば、搬送チャンバP
は作業ステーションの周辺環境のフロントエンドモジュールの一部でも良い。この場合は
、搬送装置10は、基板Sをローディングステーション（例えばロードポート）（図示せず
）からロードロック若しくは処理モジュール（図示せず）、またはその逆、に搬送チャン
バを経て移動させるために使用される。搬送チャンバPを作業ステーションの環境が管理
されたセクション内に配置する場合は、搬送装置10はロードロック（環境が管理されたセ
クション内の管理された環境を周辺環境セクション若しくは異なる環境を備えた他の環境
が管理されたセクションから隔離する）と、例えば材料堆積、エッチング、マスキング、
リソグラフィ、加熱チャンバなどの基板処理チャンバ（図示せず）との間で基板を移送す
るために使用される。ここに記載されている実施例による装置10は、周辺環境での搬送チ
ャンバまたは環境が管理された（例えば真空、不活性ガスN2）チャンバのいずれであって
も等しく良好に機能する。搬送装置10はチャンバP内に固定されるか、または本願の開示
に組み入れられる米国特許第6,139,245号に記載されている例のように、可動車両すなわ
ちシャトル（図示せず）に搭載されても良い。
【０００９】
　更に図1を参照すると、基板搬送装置10は一般に駆動セクション30及び可動アームアセ
ンブリ36を有している。アームアセンブリ36は、バタフライ・スカラアーム・アレンジメ
ントと一般的に称されているものを有し、これは２つのエンドエフェクタ38、39で終わっ
ている。アームアセンブリ36は、上方すなわちベースアーム66及び上方アームの対向する
末端部66R、66Lに従属する２つの前方アーム74、106を有している。アームアセンブリ36
は、ショルダ結合部35において駆動セクション30に結合しており（図2参照）、よってチ
ャンバP上で任意の所望の位置にある任意の所望のモジュール（図示せず）に基板を設置
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したり、該モジュールから基板を拾い上げたりするために、アームアセンブリ上のエンド
エフェクタ38、39を回転（図1において矢印θで示す方向）及び伸張／収縮（矢印Rで示す
方向）せしめる。上方アーム66は調整可能であって、よって以下に全体として詳細に説明
するように、エンドエフェクタ38、39の最適位置を維持しつつ（交換時間を減少するため
）搬送装置10に最小の到達範囲を提供する。
【００１０】
　ここで図2及び3を参照すると、装置10の断面図と拡大された部分断面図とが各々示され
ており、駆動セクション30は垂直駆動部（図示せず）及び回転駆動部34を有している。垂
直駆動部は装置10を垂直軸Z（図1参照）に沿って上げ下げすることが可能である。任意の
好適なタイプの垂直移動システムを使用しても良い。好適な例が米国特許第5,894,760号
に開示されており、これは本願の開示に組み入れられる。代替実施例においては、搬送装
置の駆動セクションは垂直駆動部を有していなくても良い。図2及び3に示す実施例におい
ては、回転駆動部34は上方アーム66及び前方アーム74、106の各々を独立して移動せしめ
るモータを有している。代替実施例においては、回転駆動部はより多くのモータを有して
も良いし若しくはより少ないモータを有していても良い。本実施例においては、回転駆動
部34はショルダすなわちベース結合部35に位置しており、ここにおいて上方アーム66は駆
動セクションの支持構造体ケーシングに回動自在に結合されている。代替実施例において
は、回転駆動部は任意の他の好適な位置に設置されても良い。回転駆動部34は一般に駆動
軸アセンブリ41及び３つのモータ42、44、46を有している。代替実施例においては、該駆
動部は３つより多いモータを有しても良い。駆動軸アセンブリ41は３つの駆動軸50a、50b
、50cを有している。代替実施例においては３つより多い駆動軸を備えていても良い。第
１モータ42はステータ48a及び中間軸50aに結合したロータ60aを有している。第２モータ4
4はステータ48b及び外側軸50bに結合したロータ60bを有している。第３モータ46はステー
タ48c及び内側軸50cに結合したロータ60cを有している。３つのステータ48a、48b、48cは
、異なる高さにおいて、すなわち管部に沿って管部52に定着している。本実施例において
は、第１ステータ48aは中間ステータであり、第２ステータ48bは頂部ステータであり、第
３ステータ48cは底部ステータである。各ステータは一般に電磁石コイルを有している。
３つの軸50a、50b、及び50cは、当該装置のショルダ結合部35において共通回転軸Dの回り
に同軸状に配置されている。３つのロータ60a、60b、60cは永久磁石からなっていても良
いが、代替案として永久磁石を有していない磁気誘導型ロータからなっても良い。 スリ
ーブ62がロータ60とステータ48との間に位置しても良く、よってロボット24を真空環境で
使用することが可能となり、このとき駆動軸アセンブリ41は真空環境内に位置しステータ
48は真空環境の外側に位置する。しかしながら、もしロボット24が大気圧の環境のみで使
用されることが企図されるときはスリーブ62を設ける必要はない。
【００１１】
　第３軸50cは内側軸であり、底部ステータ48cから延在している。内側軸は底部ステータ
48cに並んだ第３ロータ60cを有している。中間軸50aは中間ステータ48aから上方に延在し
ている。中間軸は第１ステータ48aに並んだ第１ロータ60aを有している。外側軸50bは頂
部ステータ48bから上方に延在している。外側軸は上方ステータ48bに並んだ第２ロータ60
bを有している。種々のベアリングが軸50及び管部52の回りに配置されており、よって各
々の軸は互いに独立して且つ管部52に対して回転自在となる。本実施例においては、各軸
50には位置センサ64が設けられている。位置センサ64はコントローラ11（図1参照）に、
軸50の互いの回転位置及び／又は管部52に対する回転位置の信号を送るために使用される
。光学式または誘導式等の任意の好適なセンサが使用可能である。
【００１２】
　図2及び3を参照すると、アームアセンブリ36は、上述したように、上方アーム66及び２
つの前方アーム74、106を一般に備え、前方アーム74、106は各々基板Sを保持して搬送す
る対応するエンドエフェクタ38、39を具備している。また上述したように、上方アーム66
はショルダ結合部35において、回転駆動部のフレームに回動自在に搭載されており、よっ
て以下にさらに理解できるようにアーム66はショルダにおいて共通回転軸Dの回りに回動
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自在となる。アームの対向する端部において、各々前方アーム74、106が上方アーム66に
回動自在に搭載されている。従って、前方アーム74は上方アームに関してエルボ結合部回
転軸Fの回りに回動自在であり、前方アーム106は対向するエルボ結合部において上方アー
ムに関して回転軸Eの回りに回動自在である。図2から判るように、アームアセンブリ36は
更に、回転駆動部34の駆動を前方アーム74、108に結合し、エンドエフェクタ38、39を上
方アーム66に結合する数多くの伝達機構を有している。
【００１３】
　図2において最も良くわかるように、上方アーム66は、本実施例においては一般に２つ
の対向するアームセクション72、78を有している。セクション72、78は、本実施例におい
てはアームアセンブリのショルダ結合部35において、互いに結合している。セクション72
、78は互いに係止されることが可能であり、よって上方アーム66はショルダ回転軸Oの回
りに一ユニットとして回転することが可能となる。対向するセクション72、78は、あるい
は非係止状態であっても良く、これによって対向する両セクションの位置が互いに再配置
される。代替実施例においては、上方アームは任意の所望の数のセクションからなっても
良い。または係止可能なフレキシブルな結合部を伴った一体物（one piece）であっても
良く、これによってセクションにおける異なる部品を互いに位置決めのために調整するこ
とが可能となる。本実施例においては、上方アームセクション72、78は互いに略同様であ
り、従って以下においては異なる場合を除いてセクション72を特に参照しながら説明する
。上方アームセクション72は、前方アーム74を対応する回転駆動部に結合せしめる伝達部
84を収納可能な中空フレームすなわちケーシングを一般に有している（伝達部116はアー
ムセクション79内の前方アーム106に接続している）。上方アームセクション72の一端部6
6Lがアームアセンブリ34のエルボ結合部を画定する。柱部80がアームセクション72のフレ
ームに端部において固定されており、その回りに伝達部84の遊び部材（例えばプーリ）84
Iが回転自在に取り付けられ（同様に伝達部116の遊び部材116Iが対向するアームセクショ
ン78内において柱部80Lに取り付けられている）、よって前方アーム74に動力手段を提供
する。本実施例においては、上方アームセクション72は回転駆動部34の外側軸50bに固着
されている（図3参照）。対向する上方アームセクション78もまた外側軸50bに固定されて
いるが、本実施例においては、上方アームセクション72への調整可能な結合部すなわちカ
ップリングによって、セクション78は調整自在に外側軸50bに固定されている。図3から判
るように、上方アームセクション72は、回転駆動部の外側軸50bに直接固着されている搭
載面72Mを有している（本実施例においては留め具が示されているが、係合はいかなる好
適なトルク移転システムでも良い）。上方アームセクション72は搭載セクション72Sをも
有しており、以下に詳細に説明するように、そこに対向する上方アームセクション78が調
整自在に付着される。
【００１４】
　図2及び3から判るように、本実施例においては上方アームアセンブリ66の対向するセク
ション72、78は垂直方向にオフセットしている。代替実施例においては、調整自在に位置
決め可能なセクションが、実質的に同一の垂直レベルとなるなどの互いに任意の所望の構
成によって位置決めされても良い。本実施例の主セクション72の搭載すなわちカップリン
グセクション72Sはアームセクションのフレーム73によって形成される。本実施例のフレ
ーム73は、駆動セクションの同軸の軸アセンブリの回りに延在し、よって対向するアーム
セクション78の座面73Sを形成する。本実施例においてはアームセクション72の上面と略
同一面である座面73Sは、アームセクション72上においてアームセクション78の垂直及び
水平位置決めの両方を担う位置決め特徴部73Hを有している。対向するアームセクション7
8は、搭載セクション72Sに対して略共形に構成されている係合セクション110Sを備えたフ
レーム110を有し、よって係合セクション110Sは搭載セクション72Sの上に搭載される。本
実施例においては、位置決め特徴部73Hは座面73Sに形成された固定用孔部である。同様に
、対向する上方アームセクション78の係合セクション110Sの座面も固定用孔部110Hを有し
ている。以下に説明するように、座面に各々形成されている固定用孔部は分布されて間隔
があけられており、よってアームセクション72、78を互いに指標付け（index）すべく所
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望の指標位置を提供する。押さえねじ、ボルト、位置決めピンなどの留め具75が、上方ア
ームセクション78の孔部110Hを経て上方アームセクション72の係合孔部73H内に挿入され
、よって上方アームの２つのアームセクション72、78を互いに係止する。留め具が移動の
際のトルク移転用として十分であれば、上方アームセクション78（これは既述したもので
は、回転駆動部34の外側軸50bには直接搭載されていない）は、アームセクション72がア
ームアセンブリのショルダ結合部において外側軸50bによって共通回転軸Dの回りを回転す
る際、対向するアームセクション72と一致して回転する。代替実施例においては、 対向
する両アームセクションの間の位置決め及びトルク移転用に、スプラインや鍵／鍵穴など
の任意の他の好適な実施可能な特徴部を使用しても良い。
【００１５】
　位置決め孔部73H、110Hは、上方アームセクション72、78の各フレーム73、110上の周辺
部に均等に分配されている。上方アームセクション72、78の間に所望の付加的な調整間隔
を提供すべく任意の所望の数の孔部を使用しても良い。これに関しては以下に説明される
。アームセクションの搭載セクション73S、110S内の位置決め孔部の数は異なっても良く
、例えばセクション73S、110Sは機械的負荷用の最小数の孔部のみを含み、一方係合セク
ションは所望の位置調整すなわち指標用の付加的な孔部を含んでも良い。例えば、もし４
つの留め具75を機械的取り付け用に使用した場合は、一搭載セクション73S、110Sは４つ
の搭載孔部73H、110Hを有し、他の搭載セクションはアームセクション間の調整を行なう
べく８若しくは１０個または任意の所望の数の孔部を有しても良い。係合表面73S、110S
は、係止用留め具75が取り除かれたときにアームセクション同士を共に安定して保持する
連動式すなわち相互の指状リップ（interdigitated lips）若しくは端部（図示せず）な
どの更なる係合特徴部を有しても良い。これによって、上方アームセクション72、78は、
以下に説明するように、位置調整を行なうべく留め具75が取り除かれたときに自立したま
まとなる。該係合特徴部は好適な滑動面（図示せず）を有しても良く、よって位置調整の
際に滑動面に粒状物質を生じることなく両アームセクション間の滑動が可能となる。本実
施例においては、上方アームセクションの搭載セクション73S、110Sはアームアセンブリ
のショルダ結合部35（図2参照）に配置されるように示されている。代替実施例において
は、両上方アームセクション間の調整自在な結合部は上方アームに沿った任意の他の位置
に設置されていても良い。
【００１６】
　図2及び3を参照すると、前方アーム74用の伝達システム84は回転駆動部34の中間軸50A
に運動可能に結合されている。前方アーム106用の伝達システム116は、例えば図3に示す
ように内側軸50Cに運動可能に結合されている。前方アーム伝達システム84、116概ね類似
しており、本実施例においては例示目的としてベルト及びプーリシステムで示されている
。代替実施例においては、前方アームを駆動部に連結する伝達部は、クランク及び連結リ
ンクシステムやギア及びネジタイプ伝達部などの任意の他の好適な伝達部であっても良い
。本実施例においては、伝達システム84、116は一般に駆動プーリ70A、70Bからなる（中
央駆動軸50A、及び内側50C駆動軸に各々固定されている）。 遊びプーリ84I、116Iが上方
アーム66のエルボ内の柱部80に回転自在に搭載されており、好適なベルトによって駆動プ
ーリに結合されている。好適なベアリングを伴って柱部80の回りを自在に回転すべく搭載
されている前方アーム74、106のフレームは、対応する遊びプーリに固着されている。従
って、軸50aの回転は前方アーム74の回転軸Fの回りの回転を生じ、軸50Cの回転は前方ア
ーム106の軸Eの回りの回転を生じる。伝達システム84、116は任意の所望の減速比を有し
ても良く、図2に示される実施例は例示目的として1:2減速比を有している。図2に示され
ているように、本実施例の各前方アーム74、106は、各エンドエフェクタ38、39の位置を
上方アーム66に対して同期させる同期システム98、124を包含している。実施例において
は、同期システム98、124は例示目的としてベルト及びプーリシステムであるが、任意の
好適な同期システムを使用しても良い。図2に示すように、同期システムは上方アームの
対向する両セクションの上方アーム73、110のエルボにおける柱部80（上述の如く各々の
フレームに固定されている）上に固定されたベースプーリを含んでいる。遊びプーリはエ
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ンドエフェクタに固定されており、且つ前方アームに回転自在に支持されており、よって
エンドエフェクタは前方アームに対して対応する回転軸G、H（アームアセンブリの腕結合
部における回転軸）の回りに自在に回転する。同期装置の減速比が例示目的として2:1で
示されているが、任意の好適な減速比を使用しても良い。図1において最も良くわかるよ
うに、前方アーム106及びそこに搭載されているエンドエフェクタ39は、上方アーム66か
ら十分に離れて設置されており、よって両方のエンドエフェクタが基板Sを搬送する際に
、前方アーム74がそこに搭載されているエンドエフェクタ38と共に前方アーム106を通り
過ぎて自在に移動することが可能となる（図1参照）。
【００１７】
　装置10は異なる長さのエンドエフェクタを有してもよく、これにより装置の到達距離を
所望の通り調整することが可能となる。図4乃至6は、異なる長さのエンドエフェクタ38、
38A、38B、39、39A、39Bを備えた装置10のアームアセンブリ36、36A、36Bを各々示す平面
図である。これらから判るように、異なる奥行きに対応するように、特に、基板の拾い上
げ／放出位置に対向するように装置の到達距離が増加若しくは減少せしめられている。こ
こでかかる位置は搬送チャンバP（図1参照）との流通がなされる種々の処理または保持モ
ジュール（図示せず）に存在し得る。例えば、より長いモジュールがチャンバPに結合さ
れている場合は、エンドエフェクタは基板を設置したり拾い上げたりすべく（開口部を介
して）チャンバのより遠い外側に到達しなければならない。反対に、チャンバにより短い
長さのモジュールが結合している場合は、装置10は基板をそこから拾い上げたり設置した
りするためにより短い到達範囲を有しても良い。装置10が所望の到達距離を有するように
する効率的な方法は、所望の到達距離に対応する長さのエンドエフェクタを使用すること
である。従ってより長い到達距離のときは、アームアセンブリ36はより長いエンドエフェ
クタを有し、より短い到達距離のときは、アームアセンブリはより短いエンドエフェクタ
を有する。図4に示す装置のアームアセンブリ36は、図5乃至6に対応して示されているエ
ンドエフェクタ38A、39A及び38B、39B（これらは次第に短くなっている）に比べて長いエ
ンドエフェクタ38、39を有している（すなわちLはL1よりも大きく、L1はL2よりも大きい
）。
【００１８】
　従来の搬送装置においては、より長いエンドエフェクタを有することによって結果的に
総到達範囲が増大することが知られていた。更に、処理ツールの移送チャンバPは、特定
の移送チャンバPと流通するモジュールのタイプ及びサイズに関する選択がなされるずっ
と前に製作されることが知られていた。従って、従来のシステムの移送チャンバPは搬送
装置の想定される最大の到達範囲が収まるようにサイジングされている（すなわち考え得
る最も長いエンドエフェクタを備えたもの）。更に、予め構築された移送チャンバ（装置
の最大の到達範囲に適合するため）においては、短いエンドエフェクタを備えた従来の装
置は短いエンドエフェクタの利点を得られない。なぜならば、移送チャンバ内において、
装置がより長いエンドエフェクタを有しているものと想定した位置と同じ位置に従来の装
置は設置されるからである。従来の装置のより短いエンドエフェクタにおいては、今度は
モジュールからより遠い位置に設置されることになり、交換時間に時間がかかってしまう
。
【００１９】
　図4乃至6を参照して比較すると、本実施例のアームアセンブリ36は異なる長さのエンド
エフェクタ38、38A、38B、39、39A、39Bを有しているので、最も長い所望の到達距離にお
いて搬送装置の到達距離に独立した最小の揺動時間を維持しつつ装置の到達範囲を最小化
することが可能になる。更に、装置10は伸張の割合に対して最適な到達範囲を提供する。
装置10、10A、10Bの総到達範囲（各々、異なる長さのエンドエフェクタ28、39、38A、39A
、38B、39Bを有している）が図4乃至6に周方向の境界線Cによって特定されている。装置1
0、10A、10Bの到達範囲の境界線を画定すべく、図示されているアームアセンブリにおけ
る共通回転軸Dは実質的に中心点に配置されており、到達範囲の境界線が中心からの最小
半径に確立され、装置10、10A、10B及びその上に搬送される基板Sの全点をちょうど包含
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する境界線が提供される。図4乃至6からわかるように、装置10（図4乃至4Aに示す）は最
も長いエンドエフェクタ38、39を有し（エンドエフェクタの長さLが例示目的でピボット
中心及び腕結合部からエンドエフェクタ上に設置されたときの基板の中心までに延在する
長さとして定義されている）、従って最も長い到達距離を有している。考えられる最小の
到達範囲の境界線Cが最も長い所望の到達距離を有し、その上に基板Sを伴った装置10を包
含すべく確立される。図4乃至6からわかるように、到達範囲の境界線Cは全ての装置10、1
0A、10Bにおいて同じサイズである。従って、図6に示す最も短い長さ（L2）のエンドエフ
ェクタ38B、39Bを有する装置10Bの到達範囲の境界線Cは、図4に示す最も長い長さ（L）の
エンドエフェクタ38、39を有する装置10の最小到達範囲Cと同じサイズである。図4乃至6
に示されている装置10、10A、10Bの各々のアームアセンブリ36、36A、36Bはアームアセン
ブリの登録すなわち初期位置に配置されていることに留意すべきである。初期位置とは、
基板の移送の際に、そこからアームアセンブリが伸張される位置であって、且つそこにア
ームアセンブリが引き戻される位置である。本実施例においては、アームアセンブリの初
期位置は例示目的として、上方アーム66の対向する両セクション72、78、（更に図6の72A
、78A及び図6の72B、78B）、及び両前方アーム74、106（更に74A、106A及び74B、106B）
の両方がエンドエフェクタの運動放射軸Rに対して対称となる位置と定義する。代替実施
例においては初期位置に任意の他の位置を選択しても良い。図4乃至6から判るように、登
録位置のアームアセンブリにおいて、エンドエフェクタ38、39、38A、39A、39A、39Bによ
って保持されている基板の端部が長さに関わらず装置の到達範囲の境界線Cに存在するよ
うに、各装置のエンドエフェクタ38、39、38A、39A、38B、39Bはいずれにせよ位置されな
ければならない。従って、装置によって保持される基板Sの登録位置（すなわちアームア
センブリ36が登録位置のときの基板Sの位置）はエンドエフェクタの長さから独立してい
る。
【００２０】
　図4乃至6に示されているように、実質的に、装置10のアームアセンブリ36は基板の登録
位置と、装置の到達範囲C及びエンドエフェクタの長さとの間の関係を切り離す。従って
、最大の所望のエンドエフェクタ長さ用に最小到達範囲が装置10に提供され、基板Sの登
録位置、及び基板を保持していないときのエンドエフェクタの登録位置は、エンドエフェ
クタ長さに独立して最適に選択される。言い換えると、実施例による装置10のこれらの特
徴は、作業ステーションの設計及び機能に対して直接的な利点を有しており、これは従来
の搬送装置では提供することが不可能であった。例えば、想定される最も長いエンドエフ
ェクタ長さに対応する装置10の最小到達範囲に対応するように移送チャンバPを構成する
ことが可能である。更に、エンドエフェクタの最適位置は、その長さにかかわらず、アー
ムアセンブリが登録位置のとき（すなわち、その上の基板Sが境界線Cに接触するようにエ
ンドエフェクタを維持する）、エンドエフェクタの登録位置若しくはその上の基板とエン
ドエフェクタの伸張位置との間の望ましくない空間を効果的に閉じ、よって従来の装置の
ように短い長さのエンドエフェクタが移動距離の不利益を被るのが避けられる。従って、
最小の装置到達範囲で最小の交換時間が常に達成される。
【００２１】
　装置到達範囲の調整、及びエンドエフェクタの最適な位置決めが、調整自在な上方アー
ム66の対向する両セクション72、73の相対角度位置を調整することによって図4A、5A及び
6Aに示すように達成される。図4A、5A及び6Aは各々前の図4乃至6のアセンブリに示された
、異なる長さのエンドエフェクタ38及び39、38A及び39A、38B及び9Bに対応する３つの異
なる位置における上方アームのセクション72及び78、72A及び78A、72B及び78Bを示してい
る。従って、図4Aにおいて上方アームセクション72、78は包括角度αを形成すべく位置決
めされ、図5Aにおいてアームセクション72A、79Aは包括角度α1を形成し、図6Aにおいて
アームセクション72B、78Bは包括角度α2を形成する。角度α2は角度α1よりも広く、角
度α1は次に角度αよりもより広い。従って、図4乃至6及び4A乃至6Aからわかるように、
両上方アームセクションの間の包括角度のサイズはエンドエフェクタ38Bと39B、38Aと39A
、38と39の長さ（L、L、L2）が増加するにつれて減少する。対向する両上方アームセクシ
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ョンの間の包括角度が減少するにつれて、アームアセンブリが登録位置のときは、アーム
セクションは更に後方に回転する（伸張の方向とは反対）。これは次に登録の際に前方ア
ーム74B及び104B、74A及び104A、74及び104を後方に移動せしめ、よってエンドエフェク
タを後方に移動せしめてより長いエンドエフェクタが装置の最小到達範囲内にとどまるの
を可能にする。アームアセンブリの対向するセクション72、78を移動するためには、両ア
ームセクションを一緒に係止するボルト75（図3参照）、（若しくは他の係止するデバイ
ス）が解放される。これによって１つ若しくは両方のアームセクション72、78は、両アー
ムセクション間での所望の包括角度α、α1、α2が達成されるまで回転軸Dの回りに互い
に枢動することが可能となる。係止ボルト75はその後再導入され、よって新たな位置で再
び両アームセクションを互いに係止する。上方アーム66を位置決めした後、これは次に前
方アーム及び上方アームによって運搬されるエンドエフェクタを再位置決めし、コントロ
ーラ11はプログラムされて駆動モータ42、44、46の登録位置をセットする（図2参照）。
その後、搬送装置10の移送運動の教示（teaching）／プログラミングが、以下に記載する
以外は従来の方法によって行なうことが可能となる。
【００２２】
　アームアセンブリ36の伸張及び収縮は例えば以下の方法によって行なうことが可能であ
る。エンドエフェクタ39を伸張するためには、上方アーム66を軸Dの回りにモータ44によ
って時計回りに回転させる（外側軸50Bを駆動する）。エンドエフェクタ39を支持する前
方アーム106は、内側軸50C及び伝達部116を駆動するモータ46によって軸Eの回りに反時計
回りに回転させる。上方アームに固定されている同期装置124は、エンドエフェクタが上
方アームによって前進せしめられる際に、エンドエフェクタ39が動作放射軸Rに直線状に
並ぶのを維持する。搬送操作の際、１つのエンドエフェクタが伸張されているときは、他
のエンドエフェクタ38、39は収縮状態が維持されているのが望ましい。従って、例えば、
エンドエフェクタ39が伸張されているときは、エンドエフェクタ38は収縮される。エンド
エフェクタ38を収縮するためには、エンドエフェクタ39が伸張されているときは、前方ア
ーム74もまた中間軸50A及び伝達部84を駆動する駆動モータ42によって軸Fの回りに反時計
回りに回転せしめる。モータ42は枢動する上方アーム66に対して前方アーム74を移動せし
め、よって図4乃至6に示されるように前方アーム74の収縮位置を維持する。エンドエフェ
クタ38を上方アームに固定する同期装置98はエンドエフェクタ38が伸張／収縮の放射軸R
に並ぶのを維持する。伸張したエンドエフェクタの収縮は伸張とは反対の方法によって行
なわれる。伸張したエンドエフェクタ39の収縮の際は、エンドエフェクタ38は、反対方向
の回転（例えば軸Fの回りに時計回り）によって少なくとも一時的に収縮位置に維持され
る。基板の交換の際などにおける、以前に収縮されたエンドエフェクタ38の伸張動作を継
続するためには、上方アーム66の回転（すなわち反時計回り、以前に伸張されたエフェク
タ39の収縮の開始）が登録位置を通り過ぎて維持されて、所望の位置に到達するまで前方
アーム38（すなわち時計回りによって伸張する）及び39（すなわち時計回りによって収縮
して反対側の前方アームの伸張の際に収縮が維持される）の回転の延期が継続する。
【００２３】
　前述したように、本実施例の説明のために、前方アーム74、106及び上方アームセクシ
ョン72、78が放射軸Rに関して対称に配置される場合のアームアセンブリの位置であると
してアームアセンブリ68の登録位置が画定され、放射軸Rに沿ってエンドエフェクタ38、3
9が伸張／収縮される（しかしながら、上記したように登録位置は任意の他の所望の位置
として選択されても良い）。図2から判るように、本実施例においては、同期装置98、124
が各々エンドエフェクタ38、39を上方アームに係止することによって、所望の包括角度α
、α1、α2（図4A乃至6A参照）を提供する上方アームセクション72、78の再配置は、エン
ドエフェクタ38、39間の角度を形成する。これは図4において仮想軸38CL及び39CLによっ
て概略図が示されており、これは上方アームセクション72、78が図4Aに示す包括角度αを
形成すべくセットされるときのエンドエフェクタ38、39の中心線の本来の方向を示してい
る。図5A乃至6Aに示されるように、上方アームセクション72A及び78A、72B及び78Bを更に
離れてセットすることによって、エンドエフェクタ38B、39の中心線が放射軸Rに向かって
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回転し、両エンドエフェクタ間の角度（図4参照）が減少する。アームアセンブリの交換
動作の際に、両エンドエフェクタ38、39間に角度Bに対応するために、上方アームの更な
る回転が実施されて伸張したエンドエフェクタを放射軸Rに合わせる。例えば、エンドエ
フェクタ39が伸張された場合は、上方アーム66は回転してエンドエフェクタ中心線39CLを
放射軸Rに合わせる。かかる更なる動作は伸張の前若しくは伸張の際の任意の所望の時間
に実施されても良い。交換の際にエンドエフェクタ39を収縮する場合は、上方アーム66の
更なる動作が行なわれてエンドエフェクタ38の中心線38CLを放射軸Rに合わせる。代替実
施例においては、例えばエンドエフェクタ用の同期装置の係止を上方アームから解除する
解放機構等の調整手段が設けられても良い。これによって両上方アームセクションが、エ
ンドエフェクタが放射軸Rに関して望み通りの並びを維持しつつ望み通り位置されること
が可能となる。調整の後は、係止機構は再度係合されてエンドエフェクタを上方アームに
再係止する。
【００２４】
　ここで図7を参照すると、他の実施例による基板搬送装置110の断面図が示されている。
本実施例における搬送装置110は上記にて説明した図1乃至6に示される装置10に全体とし
て類似している。従って、かかる両実施例間での類似する特徴部分には同等の符号が付さ
れており、以下に簡潔にのみ説明する。装置10と同様に、駆動セクション234及びアーム
アセンブリ236が存在している。アームアセンブリ236はショルダ結合部において軸Dの回
りに枢動自在な少なくとも１つの上方アーム266と、上方アームの対向する両端部に枢動
自在に取り付けられた２つの前方アーム274、306とを有している。上方アーム266は両セ
クションを互いに結合せしめる係止可能な調整自在なインターフェース273Iを備えた少な
くとも２つのセクション272、278を含んでいる。インターフェース273Iは係止可能であり
、よって両上方アームセクションを互いに所望の方向に保持する。非係止の際は、インタ
ーフェース273Iは上方アームセクション272、278が、上記にて説明した図4A乃至6Aに示す
上方アーム66用の方法と同様の方法によって再配置されるのを可能にする。インターフェ
ース273Iを形成する上方アームセクションの構造的な特徴は、アームセクション72、78に
関して前記にて説明した特徴と類似していても良い（例えば係合表面、搭載孔部及び搭載
／係止留め具）。図7に示す当該実施例の駆動セクション234は、アームアセンブリ266に
取り付けられている駆動モータ242、246を有している。示されている実施例においては、
駆動モータ242、246は上方アーム266に取り付けられている。駆動モータ242は前方アーム
274に固着されている軸250Aに動力を供給する。軸250Aの回転は前方アーム274をアームア
センブリの１つのエルボにおける軸Fiの回りに回転せしめる。駆動モータ246は前方アー
ム306に固着されている軸250Cに動力を供給する。軸250Cの回転は前方アーム306をアーム
アセンブリの対向するエルボにおける軸Eの回りに回転せしめる。モータ244はアームアセ
ンブリのショルダ結合部に位置している。モータ244は上方アーム266に固着されている駆
動軸250Bに動力を供給し、よって上方アームをショルダにおける回転軸Dの回りに回転せ
しめる。同期装置298、324は前方アーム274、306の回転の際に各々エンドエフェクタ238
、239を上方アームに固定する。本実施例においては前方アームモータ242、244が上方ア
ームのフレームの外側に位置して前方アームに対応するように示されているが、代替実施
例においては前方アームを駆動するモータは任意の他の所望の態様で配置されても良く、
例えば上方アームのフレームや前方アームのフレームによって提供される包含材内に収納
されたり、前方アームと上方アームとの間の空間に配置されたりしても良い。更に他の実
施例においては、前方アーム駆動モータは上方アームのフレーム内に位置しても良いが、
 駆動軸はエルボにおける前方アーム回転軸からオフセットしている。従って、この場合
は例えば図2の伝達部84、116に類似の好適な伝達部は、モータ出力軸を前方アーム上の遊
びプーリに駆動するように結合する。装置210のアームアセンブリ266の伸張及び収縮は装
置10に関して上記において説明した方法と実質的に同様の方法によって行なわれる。本実
施例においては前方アームモータ242、244は、前方アームの回転が上方アームの回転の約
２倍の回転となるようにコントローラ（図1のコントローラ11と同様）によってコントロ
ールされても良い。
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【００２５】
　再度図1を参照すると、基板バッファ400が移送チャンバPに提供されても良い。バッフ
ァはチャンバ内に位置しても良く、または好適なポートを介してチャンバに流通しても良
く、これによって搬送装置10（及び210）が基板をバッファ400に設置したりバッファ400
から拾い上げたりすることが可能となる。バッファ400は操作の際は搬送アームの作業包
絡線の外に位置している。搬送のバッファへの接近が可能となるように装置の駆動部が使
用されても良い。
【００２６】
　ここで図8乃至9を参照すると、他の実施例による特徴を組み入れた本発明の基板搬送装
置300が示されている。図8は伸張位置にある装置300を示し、図9はその登録位置に完全に
収縮された装置を示している。本実施例の搬送装置300は全体的に上記にて説明した装置1
0に類似しており、類似の特徴部分には同一の符号が付されている。装置10と同様に、装
置300は一般的に駆動セクション330及び移動自在なアームアセンブリ330を有している。
本実施例のアームアセンブリ336は２つのエンドエフェクタ338、399を備えた大概一側面
のスカラ・アーム・アレンジメントと称されるものを有している。本実施例におけるアー
ムアセンブリは上方アーム340及び該上方アームの共通端部から下向きの２つの前方アー
ム342、344を有している。前方アーム342、344は、以下に説明するように上方アームの同
一の端部に独立したエルボ結合部346A、346Bによって独立して結合している。装置10のア
ームアセンブリ360と同様なアームアセンブリ336は、ショルダ結合部335において駆動セ
クション330に結合されており（図8参照）、よってショルダ回転軸Z1の回りに回転し（図
8の矢印によって示される方向に）、よってエンドエフェクタ338、339を基板Sの拾い上げ
／設置の位置に伸張／収縮する（図8の矢印Rによって示される方向に）。本実施例におい
ては、上方アーム340は２つの異なる効果的な上方アーム長さ340A、340Bを画定し、前方
アーム342、344は、以下に更に説明するように、長さが異なっており、各々の効果的な上
方アーム長さに対応している。前方アーム342、344によって各々運搬されるエンドエフェ
クタ338、339は実質的に同等の長さであっても良い。アームアセンブリ336は、駆動部330
によって操作されても良く、よってどちらのエンドエフェクタ338、339の到達距離も実質
的に同等となる。アームアセンブリ336はまた、以下に更に説明するように、より大きな
揺動直径の最小到達範囲を提供するように操作可能であり、これはアームの小さな揺動直
径に対応して独立してアームの到達距離を与える。
【００２７】
　ここで図9を参照すると、搬送装置300が、上記にて説明した図1に示す搬送チャンバPと
同様の代表的な搬送直径P'に位置して示されている。搬送チャンバP'は大気圧チャンバで
あっても良く、ここにおいてはチャンバ内部の環境は一般的に外部環境と流通する。若し
くは隔離可能なチャンバであっても良く、これは内部空間を外部環境から隔離することが
可能か若しくは隔離しなければならない。例えば、隔離チャンバP'は不活性ガス環境を有
するか、若しくはチャンバの内部は真空が維持されていても良い。搬送装置300はチャン
バPの装置10（図1参照）と実質的に同じ要領でチャンバP'内に取り付けられるか又は別の
方法で配置されても良い。
【００２８】
　更にここで図10を参照すると、搬送装置の断面図が示されており、駆動セクション334
は同軸の軸アセンブリ360を収納する外部ハウジング334H及び３つのモータ362、364、366
を有しても良い。代替実施例においては、駆動セクションは３つのモータより多いことも
少ないこともある。駆動軸アセンブリ360は３つの駆動軸368a、368b、及び368cを有して
いる。代替実施例においては３つの駆動軸より多いことも少ないこともある。第１モータ
362はステータ378aと内側軸368aに結合されたロータ380aとを有している。第２モータ364
はステータ378bと中間軸368bに結合されたロータ380bとを有している。第３モータ366は
ステータ 378cと外側軸368cに結合されたロータ 380cとを有している。３つのステータ37
8a、378b、378cはハウジング334Hの異なる垂直高さ若しくはハウジングに沿った位置に固
着されている。本実施例においては第１ステータ378aは底部ステータであり、第２ステー
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タ378bは中間ステータであり、第３ステータ378cは頂部ステータである。各ステータは一
般的に電磁石コイルを有している。３つの軸368a、368b、及び368cは同軸であってショル
ダ回転軸Zに同軸として配置されている。３つのロータ380a、380b、380cは永久磁石から
なっても良いが、代替案として永久磁石を有しない磁気誘導型ロータからなっても良い。
スリーブ363はロータ380とステータ378との間に位置し、よって駆動軸アセンブリ360が真
空環境内に設置されてステータ378は真空環境の外側に設置される状態で、搬送装置300が
真空環境内で使用可能となる。しかしながら、大気圧環境下での使用のみが企図されてい
る場合は、スリーブ363は必要ではない（図参照）。
【００２９】
　第１軸368aは内側軸であって底部ステータ378aから延在している。内側軸は底部ステー
タ378aに並んだ第１ロータ380aを有している。中間軸368bは中間ステータ378bから上方に
延在している。中間軸は第２ステータ378bに並んだ第２ロータ380bを有している。外側軸
368cは頂部ステータ378cから上方に延在している。外側軸は上方ステータ378cに並んだ第
３ロータ380cを有している。種々のベアリングが軸368及びハウジング334Hの周りに配置
されており、よって各軸が互いに独立して且つハウジング334Hから独立して回転自在にな
るのを可能にしている。各軸368は好適な位置センサを有しても良く、これによってコン
トローラ11（図1参照）と同様のコントローラに互いに関する及び／又はハウジング334H
に関する軸368の回転位置の信号を送る。光学や誘導等の任意の好適なセンサを使用して
も良い。
【００３０】
　図10からわかるように、上方アーム340は好適なベアリングを使用して上方アームがシ
ョルダ回転軸Zの回りに回転することが可能となっており、駆動セクション334のケーシン
グ334H上に配置されている。上方アーム340は駆動伝達部320、310及びエンドエフェクタ
を好適な電源（図示せず）及びコントローラ11（図1参照）に結合する通信回線（図示せ
ず）を収納可能な中空フレーム若しくはケーシングを有しても良い。上方アームのフレー
ム340Fは所望の単一構造の構成要素若しくはアセンブリであっても良い。図10に示される
ように、上方アームフレームは一端部340Rが外側軸308Cに固定して結合されており、よっ
て軸及び上方アーム340はスカラアーム336のショルダ結合部335において回転軸Zの回りに
一体として回転する。本実施例においては、上方アーム340は２つの独立した軸アセンブ
リ375A、375Bを支持する。軸アセンブリ375A、375Bは上方アームフレームのショルダ端部
340Rに対向する端部340Fに位置している。軸アセンブリ375A、375Bは、各前方アーム342
、344を上方アーム340に独立して取り付ける各々独立したエルボ結合部346A、346Bを画定
する。軸アセンブリ375Aは一般的に回転自在な外側軸374からなり、これはエルボ結合部3
46Aにおいて回転軸Zの回りに自在に回転すべく好適なベアリングに安定的に保持されてい
る。軸アセンブリ375Aは更に内側柱部373を有しても良く、これは全体的に軸374と同心で
あるが、図10に示すように上方アームフレームに固定されている。エルボ結合部346Bの軸
アセンブリ375Bは、実質的にアセンブリ375Aと同様であり、外側回転軸372及び同心内側
柱部373Bは上方アームフレームに固定されている。エルボ結合部346Bの回転自在な軸372
は回転軸Z1"の回りに回転自在である。
【００３１】
　図8において最も良くわかるように、軸アセンブリ375A、375Bは半径及び角度オフセッ
トを有して上方アーム340上に配置されている。本実施例においては、軸アセンブリ375A'
（エルボ346A用）はエルボアセンブリ346B用の軸アセンブリ375Bよりもショルダ結合部の
中心（回転軸Z'によって画定される）に半径方向により近く配置されている。従って、エ
ルボ結合部346Aの回転中心（回転軸Z1'によって画定される）と上方アームの回転中心（
すなわち回転軸Z'）との間の半径方向の長さ340Aは第２エルボ結合部346Bの回転中心（回
転軸Z1''によって画定される）と上方アームの回転中心との間の対応する半径長さ340Bよ
りも小さい。軸アセンブリ375A、375は更に図示される角度オフセットBによって分けられ
ている。図8から判るように、軸アセンブリ 375A、375Bは両方とも移動軸Tの一側部に配
置されている（腕結合部回転中心Z2'、Z3'とショルダ結合部回転中心Z'とを結合し、それ
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に沿ってRの方向にエンドエフェクタが移動せしめられる）。移動軸Tに最も近い軸アセン
ブリ375A（若しくはエルボ結合部346A）は、外側軸アセンブリ375B（若しくはエルボ結合
部346B）の半径340Bと比較してより短い半径（長さ）340Aを有している。上方アームは従
ってエンドエフェクタの移動軸Tの一側部に位置する２つの有効な上方アーム長さ（半径3
40A、340Bに対応する）を有していると考えられる。本実施例においては、上方アームの
フレーム340Fは単一アームとして表わされるモノリシック形状として示されてきたが、代
替実施例においては、上方アームフレームは２つのオフセット軸アセンブリを移動の軸の
一側部において配置して支持する任意の他の好適な形状を有しても良い（例えば、上方ア
ームのフレームは、分岐してショルダ結合部335に類似したショルダ結合部から独立した
エルボ結合部に延在した２つのアームとして表わされても良い）。半径及び角度オフセッ
トは望み通り確立されて最小装置到達範囲を提供し、最小分離を有するエルボ結合部346A
、346Bが図8に示されていることが判る。
【００３２】
　再度図10を参照すると、前方アーム342が軸374に固定して取り付けられており、よって
軸374と一体としてエルボ結合部346Aにおける回転軸Z1'の回りに回転する。第２前方アー
ム344は軸372に固定して取り付けられており、よって軸372と一体としてエルボ結合部346
Bにおける回転軸Z1''の回りに回転する。図8から判るように、前方アーム342、344は各々
異なる有効長さを有している（有効前方アーム長さはここにおいて、エルボ結合部346B、
346Aにおける回転中心Z1'、Z1''と前方アーム342、344に対応する腕結合部338W、339Wに
おける回転中心Z'3、Z'2との間の距離と定義される）。本実施例においては、前方アーム
342は前方アーム344よりも短い。図8から判るように、各前方アーム342、344の有効長さ
は、所定の前方アームを上方アーム340に結合する対応するエルボ結合部346A、346Bへの
半径長さ340A、340Bに整合している。従って、本実施例においてはエルボ結合部346Aにお
ける前方アーム342の有効長さは実質的に半径長さ340Aに等しい。同様に、エルボ結合部3
46Bにおける前方アーム344は半径長さ340Bに実質的に等しい長さを有している。一方の前
方アーム344は他方から垂直方向にねじれており、よって両方のアームが各々の回転軸Z1'
、Z1''の回りに互いに干渉することなく自在に枢動されることが可能となる。本実施例に
おいては、外側のより長い前方アーム344が内側のより短い前方アーム342よりも上側に設
置されている。軸アセンブリ375Bにおいては十分な離間状態が確保されており、よって上
方アーム344にはより低いアーム342に関して十分な間隔が設けられている。
【００３３】
　図8を参照すると、各前方アーム342、344は対応する回転軸Z3'、Z2'の回りにそれを支
持する前方アームに関して回転することが可能なエンドエフェクタ338、339を搭載してい
る。本実施例においては、エンドエフェクタ338、339は同等の有効長さを有しているが、
代替実施例においては、異なる長さのエンドエフェクタを使用しても良い。他の代替実施
例においては１以上のエンドエフェクタはバッチ式の保持能力を有しても良い（例えば多
数の基板保持列を有することによる）。本実施例においては、エンドエフェクタ338、339
を各々備えた搬送能力は実質的に同等である。各前方アーム342、344の回転は駆動セクシ
ョン334の対応する駆動軸368A、368Bから独立して動力を得ている。
【００３４】
　図10から判るように、本実施例においては、中間軸368bは上方アーム340の伝達部320に
結合され、内側軸368aは上方アームの伝達部210に結合されている。第１伝達部320は本実
施例においては駆動プーリ322、遊びプーリ324及び駆動ケーブルすなわちベルト326を有
しても良い。代替実施例においては、任意の好適な伝達部を使用しても良い。駆動プーリ
322は中間軸368bの頂部に固定して取り付けられており、遊びプーリ324に駆動ベルト326
によって結合されている。遊びプーリ324は前方アームを上方アームに結合する軸アセン
ブリ375Bの軸372に固定して取り付けられている。上方アームリンク340の第２伝達部310
は駆動プーリ312、遊びプーリ314、及び駆動ベルト若しくはケーブル316を有しても良い
。駆動プーリ312は駆動セクション334内の同軸の軸アセンブリ360の内側軸368aの頂部に
固定して取り付けられている。遊びプーリ314は前方アーム342を上方アーム340に結合す
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る軸アセンブリ375Aの軸374に固定して取り付けられている。駆動ベルト316は駆動プーリ
312を遊びプーリ314に結合する。第２伝達部310の遊びプーリと駆動プーリ314、312との
間の減速比、及び第１伝達部320の遊びプーリと駆動プーリ324、322との間の減速比は、
本実施例においては約1:2であるが、代替実施例においては遊びプーリと駆動プーリとの
間の減速比は所望のものでも良い。駆動ベルト316、326は各々の遊びプーリ314、304を対
応する駆動プーリ312、322と同一方向に回転するように構成されている（例えば駆動プー
リ320、322の時計回りの回転は遊びプーリ314、322の時計回りの回転を生じる）。
【００３５】
　図10に示すように、エンドエフェクタ338、339の対応する回転軸Z3'、Z2'の回りの回転
は同期装置396、408によって上方アーム340に追従せしめられる。
【００３６】
　前方アーム同期装置396は前方アーム342内に位置しても良く、ドラム402、遊びプーリ4
04、及び結合ケーブル若しくはベルト406を有しても良い。ドラム402は静止柱部373Aに固
定して取り付けられている（上方アーム340に固定される）。 遊びプーリ404はエンドエ
フェクタ338'を前方アーム342に枢動自在に結合している軸398に固定して取り付けられて
いる。ベルト406はドラム402を遊び404に結合しており、好適には全体として環形状を有
しており（図示せず）、よって前方アームリンク342の軸Zl'の回りの回転は遊び404の軸Z
3'の回りの逆回転を生じる。固定柱部373A上のドラム402の直径の遊びプーリ404に対する
直径比は約1:2である。上記した前方アーム同期装置396及び第２伝達部310の比（図10参
照）はエンドエフェクタ338が軸Tに沿って実質的に直線状の動作を維持することをもたら
す（図8参照）。前方アーム同期機構408は前方アーム344内に位置し、ドラム 410、 遊び
 412、及び結合ケーブル若しくはベルト414からなる。駆動部410は固定柱部373Bの頂部に
固定して取り付けられている。遊び412はエンドエフェクタ339を前方アームリンク344に
枢動自在に結合する軸416に固定して取り付けられている。ケーブル414はドラム410を遊
び412に結合し、好適には全体的に環形状に形成されており（図示せず）、よって前方ア
ームリンク344の軸Zi''回りの回転は遊び412に軸Z2'回りに逆回転を生じる。遊び412と同
期装置408のドラム410との間の直径比は約2:1である。これらの比は上方アーム340の第１
伝達部320の減速比と組み合わせて、スカラアーム236が伸張若しくは収縮したときに、エ
ンドエフェクタ339の実質的に直線状に横断軸Tに沿った横断を生じる。
【００３７】
　図10からわかるように、本実施例においてはエンドエフェクタ338、339は各々前方アー
ムの上面に隣接した対応する前方アーム342、344に取り付けられている。これによって両
前方アームが搬送チャンバPの真空スロット弁（図示せず）を通って通過することが可能
となる（図8参照）。代替実施例においては、両エンドエフェクタは各々の前方アームに
取り付けられても良く、よって図1乃至2に示されるエンドエフェクタ38、39と同様の要領
によって上方の前方アームと下方の前方アームとの間に位置する。図10Aは、更に他の実
施例による構成によって前方アームに取り付けられているエンドエフェクタを示している
。エンドエフェクタ338'、339'及び前方アーム342'、344'は、本実施例においては、記載
する以外は上記にて説明した図8乃至10に示す装置300のエンドエフェクタ及び前方アーム
と実質的に同様であり、同様の特徴部分には同一の符号を付している。エンドエフェクタ
338'、339'は、図10Aに示すように、対応する前方アーム342'、344'の底部に取り付けら
れている。エンドエフェクタ339'は図示する伸張部分339'E を有しても良く、よってエン
ドエフェクタ339'の水平ブレード339'B（上方前方アーム344'によって運搬される）がエ
ンドエフェクタ338'（下方の前方アーム342'によって運搬される）に垂直方向に近接して
位置にすることが可能となる。図8及び10Aから判るように、前方アーム342、3444、342'
、344'の異なる長さは、本実施例においては、交換動作の際にエンドエフェクタ及び前方
アームが互いに通過して移動することを可能にすべく従来のブリッジの上にエンドエフェ
クタの１つを取り付けることなく、装置300が第１交換動作を行なうことが可能となる。
本実施例においては、異なる長さの前方アーム342、344、342'、344'及び前方アームが各
々回転するエルボ結合部346A、346Bのオフセットは、以下に説明するように、前方アーム
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及び対応するエンドエフェクタ338、339、338'、339が交換動作の際に互いに他を通過し
て自在に移動することが可能となるのに十分である。
【００３８】
　アームアセンブリ336の伸張及び収縮は図1乃至2に示すアームアセンブリ36に関して説
明した方法と同様の方法によって達成せしめられても良い。エンドエフェクタ338と伸張
するために（例えば図9に示すその登録位置から）、上方アーム340は軸Z'の回りに時計回
りに回転する（図10の駆動軸368Cによって）。エンドエフェクタ338を保持する前方アー
ム342は軸Z1'の回りに反時計回りに回転し（駆動軸368Aによって）、同期装置396はエン
ドエフェクタ338 が移動の軸Tに正確に並ぶことを維持する（図8参照）。第２前方アーム
344、及び対応するエンドエフェクタ339は上方アームに関してその収縮位置を維持しても
良い（図9参照）。図8を参照すると、参照339W'はエンドエフェクタ・リスト部339Wの位
置を示しており、エンドエフェクタ339はその収縮位置であり、上部が移動したときはエ
ンドエフェクタ338は収縮される。エンドエフェクタ338を収縮するためには、前方アーム
342はここで軸Z1'の回りに時計回りに回転する。直線342Rはその収縮位置に向かって軸Z1
'の回りに回転する際の前方アーム342の最も外側の部分の経路を示しており、このとき上
方アーム340はエンドエフェクタ339を伸張する準備ができてその伸張位置を維持している
。図8及び図9から判るように、エンドエフェクタ338をその収縮位置に移動させる前方ア
ーム342は、エンドエフェクタ339のリスト部339Wを通過し、よって前方アーム及び対応す
るエンドエフェクタが互いに自在に通過することを可能にし、よってエンドエフェクタの
ブリッジを用いることなく交換動作を達成する。エンドエフェクタ339は前方アーム3434
を駆動軸368Bによって反時計回り及び時計回りに軸Z1''の回りに回転することによって各
々伸張及び収縮される（図10参照）。図9からわかるように、より長い前方アーム344は（
短い前方アーム342に比べて）収縮そしてその後の伸張の際は回転された状態下にあり、
よってエンドエフェクタ339の登録位置は装置300の到達範囲を最小化するように位置され
る。
【００３９】
　搬送装置300は共通（同心）のエルボ結合部に取り付けられた多数の前方アームを備え
た従来の搬送装置に比べて簡素化したベアリング及び通信回線貫通接続を有している。図
11は搬送装置300の上方アーム340、エルボ結合部346A、346B及び前方アーム342、344を介
してエンドエフェクタ338、339に各々供給されている通信回線338L、339Lのフィードアレ
ンジメントの例を示している。図示されている当該フィードアレンジメントは両前方アー
ム間の真空リップシール及びスリップリングの必要性を除去する。よって結果的に磨耗部
の少ないより簡易なアームとなり、これは従来のデバイスに比べてより信頼性が向上して
容易に製造できる。
【００４０】
　前記の記述は本発明の単なる説明用の実例であることを理解すべきである。種々の変更
や改良が当業者によって本発明から逸脱することなく考え出され得る。従って、本発明は
ここに添付する特許請求の範囲の範囲に包含される当該全ての代替、変更、差異を包含す
ることを企図している。
【図面の簡単な説明】
【００４１】
【図１】本発明の実施例の特徴を組み入れた基板搬送装置の略斜視図である。
【図２】図1の基板搬送装置の断面図である。
【図３】図1の搬送装置の駆動セクションの拡大部分断面図である。
【図４－４Ａ】各々搬送装置の主平面図及び搬送装置の上方アームの副平面図であり（明
瞭にするため、前方アーム及びエンドエフェクタはこの図から省略されている）、当該装
置の上方アームが第１構成態様の際の搬送装置の到達範囲が示されている。
【図５－５Ａ】各々、搬送装置の他の主平面図及び搬送装置の上方アームの他の副平面図
であり（明瞭にするため、再び前方アーム及びエンドエフェクタはこの図から省略されて
いる）、当該装置の上方アームは他の構成態様である。
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【図６－６Ａ】各々、搬送装置の更に他の主平面図及び搬送装置の上方アームの更に他の
副平面図であり（明瞭にするため、また再び前方アーム及びエンドエフェクタはこの図か
ら省略されている）、当該装置の上方アームは更に他の構成態様である。
【図７】他の実施例による基板搬送装置の略断面図である。
【図８】他の実施例による搬送装置の略平面図であり、当該装置は伸張位置で示されてい
る。
【図９】図8の装置の他の略平面図であり、登録位置に収縮した当該装置が示されており
、更に当該収縮した装置の到達範囲の境界線が示されている。
【図１０】図8の基板搬送装置の略断面図である。
【図１０Ａ】他の実施例における基板搬送装置の一端部の部分略正面図である。
【図１１】更に他の実施例における基板搬送装置の上方及び前方アームの部分断面図であ
る。

【図１】 【図２】
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【図４Ａ】

【図５】

【図５Ａ】

【図６】

【図６Ａ】
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【図７】 【図８】

【図９】 【図１０】
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【図１０Ａ】 【図１１】
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